
シーンⅡ－１ 省エネルギー・コスト削減実践支援事業

事業目的

現 状 税導入後のイメージ

事業内容

ＣＯ２年削減効果 ７，１９９t-CO2

事業効果

○省エネルギー設備を導入する民間事業者に補助を行います。

県県 県内民間事業者県内民間事業者
補助率１／３又は１／２，上限額500万円

【H26事業費】 150,000千円 【H26事業量】 50件程度

補助

事業者が実施する省エネルギー対策を支援することにより，事業活動における
CO2の排出削減と，光熱費等のコスト削減による経営基盤の強化，さらに省エネ
ルギー設備の需要喚起による関連産業の振興を図り，環境と経済が両立した地
域社会を目指します。

＜省エネルギー設備の例＞

支援 ○省エネルギー設備導入による事業活動におけるCO2
の排出削減

○光熱費等のコスト削減による経営基盤の強化
○省エネルギー設備の需要喚起による関連産業の振
興

環境と経済が両立した地域社会へ

○民間事業者が直面する課題
・電気料金の値上げ
・心配される地球温暖化
・経営コスト削減

高効率ショーケース
（スーパーへの設置）

高効率空調機
（食品製造工場への設置）


